
橋本市水道事業の
現状と課題について

経済建設委員会
平成２９年９月１９日（火）
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１．施設の現状と課題
1-1.老朽化の状況

＊設備の老朽度合いは非常に高い
経年化した電気・機械設備の割合を示すもので、使用の可否を示すものではない。

＊管路は他平均と同等程度
経年化した管路の割合を示すもので、使用の可否を示すものではない。

※同規模類似団体は給水人口5万〜10万人、ダムを水源とし、有収水量密度が平均以下の団体。

経年化管路率（％）＝(法定耐⽤年数を超えた管路延⻑/管路総延⻑)×100
橋本市 同規模類似団体 全国平均
９．９ ９．６ １２．１

経年化設備率（％）＝(法定耐⽤年数を超えた設備数/設備の総数)×100
橋本市 同規模類似団体 全国平均
６１．１ ４６．４ ４２．８
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1-2.耐震化の状況

＊市内2箇所の浄水場について耐震化されていない。
（施設全体のうち一部分だけでも耐震化がないと評価は０％になる。）

＊基幹管路について他自治体よりも耐震化率は低い

基幹管路耐震適合率(％)＝(耐震適合性基幹管路延⻑/基幹管路総延⻑)×100
橋本市 同規模類似団体 全国平均
２６．４ ３９．８ ３４．０

浄水施設耐震化率(％)＝(耐震化済みの浄水施設能力/全浄水施設能力)×100
橋本市 同規模類似団体 全国平均
０ ２５．９ ２２．３
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1-3.施設の効率性

・施設利用率は平均よりも低い。

・給水区域内の人口密度が低いため、全国平均よりも低い。
・山間地で起伏の大きい地形のため、中継施設も増え、動力費も多くなる。

施設利⽤率(％)＝(平均給水量/配水能力)×100
橋本市 同規模類似団体 全国平均

３７．４６ ５３．０６ ５９．７６

配水管使⽤効率(m3/m)＝年間総配水量/導送配水管延⻑
橋本市 同規模類似団体 全国平均

１４．３１ １４．３０ ２２．０１

5



1-4.施設の課題
●老朽化について、設備の老朽化は進行しており、管路について
は、現在の老朽化度合いは類似団体と同程度であるが、今後は老
朽化が進行していく。
①設備、管路ともに老朽化対策、耐震化に早急に計画的な更新に
取り組む必要がある。
②耐震化について、浄水施設、管路ともに耐震化率が低く、浄水
場については水道供給の根幹施設であるため、早急な対策が必要
である。
③施設のダウンサイジングと統廃合、配水区域の統合などにより
効率的な運用を図る。
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２．収支の現状と課題
2-1.有収水量と料金収入の推移
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• 21年度に旧高野口町と旧橋本市の料金を統一。
• 26年度に消費税率改定に伴い本体価格を引き下げ。
• 給水人口は10年間で66,845人から63,067人に6％、3,778人が減少した。
• 10年間で有収水量は9％、年間70万ｍ3減少し、料金収入が9％、年間1億2千万円減少した。
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2-2.費用の構成比率
【経常費用】

橋本市(28年度決算)
人件費
12% 委託料

7% 修繕費
3%

負担金
3%

動力費
9%薬品費

1%

減価償却費
58%

支払利息
4%

その他
3%

人件費 委託料 修繕費
負担金 動力費 薬品費
減価償却費 支払利息 その他

同規模類似団体(27年度)
人件費
11%

委託料
11% 修繕費

3%
負担金
1%

動力費
5%薬品費

1%

減価償却費
48%

支払利息
10%

その他
10%

人件費 委託料
修繕費 負担金
動力費 薬品費
減価償却費 支払利息
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○減価償却費の資産別内訳

建物, 4％

管路, 35％

機械及び装置, 5％

ダム使⽤権, 13％
その他, 1％

減価償却費58％の内訳

建物 管路 機械及び装置 ダム使用権 その他
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「費用と水道料金の分類」
【費用の分類】
• 需要家費＝検針・集金関係費、メーター維持関係費など需要家の存在によ

り発生する費用（検針・集金委託料、メーター修繕費など）
• 固定費＝給水量の多寡とは関係なく、水道施設を適正に維持していくため

に固定的に必要とされる経費（人件費・減価償却費など）
• 変動費＝実使用量の多寡に応じて増減する経費（動力費・薬品費など）
【水道料金の分類】
• 基本料金＝各使用者が水使用の有無にかかわらず徴収される料金
• 超過料金＝実使用水量に単価を乗じて算定し徴収される料金
• 準備料金＝使用水量とは関係なく給水準備のために必要な原価として徴収

される料金
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2-3.給水原価(有収水量1m3当たりの単価)の内訳
(消費税別)

原価の内訳 費⽤の分解 橋本市(H28) 同規模類似団体 全国平均
人件費 固定費・一部需要家費 ２６円 ２４円 ２１円
委託料 固定費・一部需要家費 １５円 ２４円 ９円
修繕費 固定費・一部需要家費 ７円 ８円 １５円
負担金 固定費 ７円 ２円 １円
動力費 変動費 １９円 １１円 ７円
薬品費 変動費 ２円 ３円 １円
減価償却費 固定費 １２２円 １０４円 ６０円
支払利息 固定費 ８円 ２１円 １１円
その他 固定費・変動費・需要家費 ５円 21円（うち受水費７円） 43円(うち受水費30円)

計 ２１１円 ２１８円 １７８円
水道料金（税抜き単価） １６５円
（給水原価−料金）の金額と⽐率 ４６円(２８％)
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2-4.収支の課題
• 有収水量の減少に伴い、料金収入の減少が続いている。
• 給水原価が料金単価を上回っている。
• 減価償却費の原価に占める割合が同規模類似団体と⽐べて高
い。

• 動力費が高い。
• 負担金が高い。
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３．料金体系について
3-1.料金算定方法
○原価の費用別の割合
水道を給水するために固定的に必要な経費が９割、使用水量に応
じ変動する経費が１割。

需要家費

固定費

変動費
原価

需要家費 固定費 変動費
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○総括原価方式
（日本水道協会の水道料金算定要領では総括原価方式を基本原則とする）

（費用の種類により分解） （一定の基準により配分）

①総括原価（水道サービスの供給に要する原価に事業維持所要額を加えたもの）を算定
する。
②総括原価を費用の種類により分解する。
③需要家費は全額を準備料金に、固定費を準備料金部分と水量料金部分に配分、変動費
は全額を水量料金に配分する。
④基本料金および超過料金を決定する。

総括原価

変動費

固定費

需要家費

超過料金
（水量料金）

基本料金
（準備料金+
水量料金）
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3-2. 原価計算による料金体系(1)
「アセットマネジメントに基づく原価計算により料金を算定したもの」

●月額料金
(＊1.費用の種類により分解） （＊2.配賦基準により配分）

＊1.費用全体を需要家費、固定費、変動費に分解し、それぞれを件数と水量を基に1件当たりの月
額料金に換算し算定した。
＊2.固定費全体を一定の配賦基準に基づき準備料金部分と超過料金部分に配分した。

変動費21円

固 定 費

需要家費89円

超過料金
＝72円＋21円

＝93円/m3

準備料金
＝89円＋2,261円
＝2,350円

需要家費89円

準備料金部分
2,261円

水量料金21円

超過料金部分72円
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原価計算による料金体系(2)
• 基本料金

• 超過料金（1ｍ3当たり単価）

16

原価計算による超過料金 現在の超過料金
93円 178円

準備料金 付与する基本水量 水量料金 原価計算による基本料金 現在の基本料金
2,350円 10ｍ3 930円 3,280円 1,780円



3-3.橋本市と他事業体との料金比較

17

水量 橋本市 県内順位 県内平均 同規模類似団体
１０ｍ3 １，７８０円 ３位 １，３１９円 １，７７９円
２０ｍ3 ３，５６０円 ５位 ２，７１８円 ３，７５８円
５０ｍ3 ８，９００円 ７位 ７，２７９円 ―



3-4.料金体系の特徴
• 準備料金2,350円を下回る1,780円を基本料金とし、基本水量と
して10m3が付与されている。

• 超過料金は1ｍ3当たり178円であり、多量使用者の負担割合が
多くなっている。

• 同規模類似団体とは同程度であるが、県下では上位である。
• 橋本市では、税別本体価格については昭和59年以降、引き上げ
は行っていない。
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４．まとめ
（１）老朽化対策、耐震化に計画的な取り組み。
（２）橋本市浄水場の更新工事が喫緊の課題。
（３）管路更新の方針を立て、計画的な更新を行う。
（４）事業収益の大部分を占める料金収入確保のため、

基本水量の見直しとともに、料金体系の見直しの
時期に来ている。
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